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研究成果の概要： 

 本研究は、日本の民生用電子機器メーカーにおける２１世紀のグローバル・マーケティング

の理論化を試みた。日本の代表的な民生用電子機器メーカーであるパナソニックをはじめソニ

ー、シャープ、東芝のグローバル・マーケティングは、それぞれの特徴を有しながら、「世界同

時発売」と「垂直立ち上げ」を共通した内容とする戦略を採用していることが明らかになった。  

世界同時発売の実現の必要条件として、世界各地での家電量販店を中心とする協力体制をいか

に形成するかが成功の鍵であり、そのことを念頭に置きアメリカを中心に解明した。 

 

 

交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2005年度 1,200,000 0 1,200,000 

2006年度 1,100,000 0 1,100,000 

2007年度 700,000 210,000 910,000 

2008年度 600,000 180,000 780,000 

  年度    

総 計 3,600,000 390,000 3,990,000 
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サイクル論、民生用電子機器、デジタル情報家電製品、サプライチェーン・マネ

ジメント、パナソニック 

 

１．研究開始当初の背景 
（１）日本の民生用電子機器産業は自動車産
業と並んで、日本を代表する産業である。日
本の民生用電子機器産業の生産を中心とす
る体系的研究としては、平本厚著『日本のテ
レビ産業』（１９９４年）、新宅純二郎『日本
企業の競争戦略』（１９９４年）、新井光吉
『日・米の電子産業』（１９９６年）などの
優れた研究がある。しかし、これらのいずれ

の研究も国際マーケティングや流通につい
ての分析はほとんどされていない。日本の民
生用電子機器に関する国際マーケティング
に関する研究は、内外ともに皆無の状況であ
った。 
（２）国際マーケティングは、歴史的には輸
出マーケティングに始まり、マルチドメステ
ィク・マーケティングを経てグローバル・マ
ーケティングへと発展する。国際マーケティ
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ングにおける最初の段階の輸出マーケティ
ングの研究は、当時最大の市場であったアメ
リカへの輸出を中心に近藤文男よって研究
されている。その成果は近藤文男著『日本企
業の輸出マーケティング』（有斐閣、平成１
６年）にとりまとめられている。私はそれを
ベースに、マルチドメスティク・マーケティ
ングに関する研究を行い、平成１３年～１６
年の科学研究費補助金研究成果報告書にと
りまとめた。 
（３）グローバル・マーケティングに関する
研究は輸出マーケティングやドメスティ
ク・マーケティングとは対照的に外国の研究
者を中心に、その理論的、実証的研究は数多
く見られる。しかし、日本の実態を踏まえた
研究は数少なく、民生用電子機器産業に関す
る研究は、日本の代表的産業にもかかわらず
全く行われていない実情である。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、２１世紀のグローバ
ル・マーケティングの理論化にある。 
（２）その対象とする産業は、薄型テレビや
DVD 製品のような技術革新の速いデジタル
情報家電製品を中心とする民生用電子機器
メーカーのグローバル・マーケティングであ
る。 
（３）その対象とする企業は、パナソニック、
ソニー、シャープ、東芝を中心に分析する。 
（４）本研究が対象とする時期は、米日欧の
多国籍企業がグローバルな規模で進展し、発
展途上国や BRICS と呼ばれている新興国に
もグローバル・マーケティングが普及する、
１９９０年代から現在までを念頭に置く。 
 

３．研究の方法 
（１）第１の研究方法の特徴はインタビュー
を中心とした実証研究である。日本の民生用
電子機器メーカーのグローバル・マーケティ
ングの実証研究は、全く未踏の分野でもある。
既存の資料も少ないため、現地を訪問し、日
米を中心とするの民生用電子機器メーカー
のトップやマネジャーからの直接インタビ
ューに基づいて得た第一次情報を中心に本
研究をとりまとめる。 
（２）第２の研究方法の特徴はパナソニック
産業、ソニー、東芝、シャープの比較研究で
ある。 
（３）作業の手順として、会社史や社内情報、
日米の民生用電子機器に関する業界紙（HFD
や TWICE 他）、電波新聞や日経産業新聞な
どから２次資料の整理によって、仮説をたて
る。その上でインタビューによる詳細なデー
タを収集する。 
 

４．研究成果 
テレビを中心とするデジタル家電製品の

場合は、技術革新と陳腐化のスピードが速い
だけでなく、価格競争が激しいのが特徴であ
る。そのような製品のグローバル・マーケテ
ィングは、世界同時発売によって、他社が追
随する前に売り切ってしまうという戦略が
不可避である。パナソニックをはじめソニー、
シャープ、東芝はそれぞれの特徴を示しなが
ら、世界同時発売の戦略を採用している。 
 

（１）パナソニックのアメリカを中心とする
グローバル・マーケティングについて。 
 総合電器メーカーパナソニックは、２１世
紀に入り薄型テレビや DVDなど技術革新の速
いデジタル家電製品における「垂直立ち上
げ」と世界同時発売」を内容とするグローバ
ル・マーケティング戦略の本格的立ち上げを
実行した。具体的には、２００５年、２００
６年、２００７年にパナソニックによって試
みられたこの「垂直立ち上げ」と「世界同時
発売」はグローバル・マーケティングの新し
い事象として注目される。期間は２ヵ月間、
春の時点でテレビと DVD をアメリカ、日本、
ヨーロッパで同時発売した。従来の世界進出
は、まず、アメリカを皮切りに、日本、ヨー
ロッパ、アジア市場で順次展開していった。
パナソニックが採用した戦略は従来の戦略
とは異なり、テレビや DVD などにおいて、世
界同時発売によって他社に先行し、他社の追
従する中で商品がコモディティ化し価格が
下落する前に、世界市場で圧倒的なシエアを
獲得し収益をあげることであった。たとえば、
パナソニックがはじめて実践した２００５
年には発売から約１ヵ月後には４０％のシ
エアを獲得し、追い上げるサムソン、LG を引
き離し、トップの座を維持した。 
 この世界同時発売には、発売４ヵ月前から
準備にかかり、その作業には１ヵ月要してい
る。広大なアメリカの場合、大型量販店のそ
れぞれのディストリビューション・センター
に運び込む。Panasonic North America（PNA）
の取引先であるベストバイの１１ヵ所、サー
キットシティの７ヵ所、ツィーターの７カ所
のセンターに届ける。そこからさらに個々の
店に届ける。さらに店頭で展示してもらう。
工場から出荷されてから、全米の２０００店
舗に全て行き渡るまでに１ヵ月あまりの日
程を要する。このやり方は、最終リセットの
日、つまり売り出しの日から逆算して、何月
何日までに発注台数を届ける計画を立てる。
工場はそれから逆算して、量産日程を組む。    
世界同時発売成功の鍵は、生産面での IT 改
革を背景としたフレキシブルな体制と並行
した現地の販売店との協力である。 
 PNA は世界同時発売を成功させるために、
輸出マーケティングやマルチ・ドメスティ
ク・マーケティング時代に形成された密度の
高い販売網をフルに活用するとともに、９０



 

 

年代に急速に発展してきたベストバイやサ
ーキットシティ、ウォルマートやターゲット
などとの協力体制を構築した。PNA はこれら
の大型量販店との間に POS 情報を共有し、週
単位のサプライ・チェーン・マネジメント（以
下ＳＣＭと略す）体制を築いている。 
パナソニックの実行した「世界同時発売」

とは新製品を複数の国で世界同時に、垂直に
立ち上げ発売し、短期間で高いシエアを獲得
し一挙に売り切る戦略である。「垂直立ち上
げ」とは、新製品の発売から短期間に一気に
フル生産にもっていき大量生産、大量販売を
立ち上げ、大きな市場占有率を獲得すること
である。新製品の通常の立ち上げは、マーケ
ティング論で定式化されている「プロダクト
ライフサイクル論」や赤松要教授によって提
起された「雁行理論」では説明できない新し
い事象である。 
その背景には、近年の民生用電子機器産業

においては、イノベーションのスピードが速
く、後発企業による急速なキャッチアップが
あり、先発企業の先発優位性が短期間で急速
に消失する傾向が強くなっている。１９８０
年代に日本企業はデジタル家電分野で独自
のイノベーションで先行してきたが、近年デ
ジタル家電におけるイノベーションのスピ
ードが速いため、新興国における後発メーカ
ーによって短期にキャッチアップされると
いう状況が生まれている。先発メーカーは後
発メーカーのキャッチアップ前に世界同時
に短期間で販売し、商品のコモディティ化す
る前に収益をあげ、投資費用を回収すること
が不可避となっている。 
パナソニックはグローバル・マーケティン

グ戦略の展開の中で、グローバル・ブランド
として、従来のナショナルブランド、松下ブ
ランドなどをパナソニックブランドに統一
したこと、さらに、世界同時発売の対象地域
を、日米欧以外に中国やベトナム、中南米に
も対象地域を拡大している。本研究ではベト
ナムにおけるパナソニックの企業を直接訪
問し、インタビューを行った。 
 
（２）ソニーのアメリカを中心とするグロー
バル・マーケティングについて。 
ソニーは従来、最新型の主力モデルは国内

の販売開始から海外に導入するまでに６ヶ
月から１年かかっていたが、２００５年８月
からテレビグラビアの世界同時発売を順次
行っている。国内発売した製品を欧州では遅
くとも１ヶ月遅れで販売し、続いてオースト
ラリアでも発売している。日本と米国向けは
国内で生産し、欧州向けはスペインのバルセ
ロナの工場で組み立てる。日本と放送方式の
異なる海外向け製品も開発初期化から同時
並行して設計し、従来に比べて海外発売まで
の所要期間を大幅に短縮している。 

 ソニーは輸出マーケティング以来、「高品
質・高価格」を基本方針に首尾一貫して国際
ブランドの確立を重視した戦略を採用して
きた。しかし、グローバル競争段階になり、
韓国のサムスン電子を中心とした家電メー
カーの登場と家電専門量販店ベストバイや
ディスカウント・ストアー、ウォルマートな
どの進出を背景に、ソニーは従来の戦略とは
異なった廉価版ではあるが、激安ブランドと
は大差ない値段の液晶テレビの発売に乗り
出している。ソニーが激安テレビ発売に踏み
切ったのは、価格重視の消費者をも取り込み、
北米市場で大手量販店との提携によって一
気に世界 No.1 の寡占状態の形成を狙ったも
のである。ソニーはアメリカの家電量販店の
No.1 であるベストバイとの間ではＳＣＭの
体制を敷いており、テレビを中心として週単
位の取引を行っている。３８週に何台、３９
週に何台と商談をまとめ、１４日前に確定す
る。ソニーでは DRT(request delivery  time 
day)と呼んでいる。チャネル戦略で、ソニー
が力を入れているのがソニーの提案をエン
ドユーザーが体感できる環境作りである。具
体的にはソニーの直営店「ソニースタイルス
トア」の展開と、ソニー商品を専売する特約
店「ソニーセンター」である。「ソニースタ
イルストア」と「ソニーセンター」を合わせ
約５００店舗を展開している。 
このソニーの従来のような高級市場のみ

を狙ったやり方から決別し、中価格帯の液晶
を含めたさらに幅広い顧客層をも取り込む
やり方は、ことによって市場シエアを拡大し、
規模の経済とそれを背景としたコスト優位
性を実現しようとしたものである。 
その背景には、北米では薄型テレビの普及

が平均的な所得水準の中間層へと急速に広
がり、これらの層がウォルマートなどのディ
スカウンターの店頭に並ぶ激安ブランドの
製品を購入する傾向が強くなっている現象
がある。 
 また、新興国の登場により、デジタル化で
AV 機器市場が急拡大している。ここでは一部
富裕層の高級市場を狙うにとどまらず、中低
価格帯を含めたさらに幅広い顧客層をも取
り込み、世界市場での No.1 をめざそうとし
ている。 
 
（３）シャープのアメリカを中心とするグロ
ーバル・マーケティングについて。 
シャープは大型液晶テレビ「AQUOS」を中

心とした製品の世界同時立ち上げを２００
５年に、日本、米国、欧州で行った。それに
先立ち本社の組織改革を２０００年４月に
実施している。第１事業部が日米を中心に、
第２事業部が中国などアジア地域を中心に、
第３事業部が欧州中心に担当した。各事業部
のトップには、その地域に精通した事業部長



 

 

を任命し、特定の地域だけが新製品の発表が
遅れないようにした。組織改革と並行して進
められた亀山での液晶パネルの自社内製造
が同時発売を支えている。北米への商品はメ
キシコで、欧州はスペイン、中国は南京の各
テレビ工場で生産され供給されている。商品
企画は地域別に行う体制をとっている。２０
０５年の秋には日本、欧州、米国に加えて中
国で同時立ち上げを実行している。世界同時
立ち上げを実現するためには、同時立ち上げ
の地域での商品の供給体制と販売網の整備
が不可欠である。同時発売に７、８割を占め
ている北米地域におけるシャープの販売体
制は、独立店、AV スペシアル専門店など Aル
ート、ベストバイ、サーキットシティなどナ
ショナルアカウントの Bルート、ディスカウ
ントストア、ウエアーハウスクラブなどの C
ルート、ディストリビュータ経由の小売店、
の４つのグループに分けて緻密な戦略がし
かれている。ベストバイやウォルマートなど
の巨大な量販店とは、直接システムで繋がっ
ており、１週間単位で取引が行われている。 
シャープはこれまで技術流出防止などを

理由に液晶パネルの国内生産にこだわって
きたが、今後は投資舞台を海外に移し、世界
の消費地で基幹部品から完成品の組み立て
まで行う「地産地消」型に政策転換を図って
いる。この背景には、世界の市場が、中国を
はじめとする新興国市場にシフトしてきて
いるということと、もう一つには為替問題が
ある。競争相手が韓国や台湾、中国のメーカ
ーで、これらのアジア諸国では大幅な自国通
貨安定下にあり、為替の優位性を得た韓国、
台湾などのメーカーが強い競争力をつけて
中国市場を中心に新興国市場に乗り組んで
いる。円高環境に加えて、高い労働・インフ
ラコストなど国内生産のハンディを背負っ
た日本企業にとって不利な条件となってい
る。今後、シャープが韓国、台湾、中国のメ
ーカーと同じ土俵で戦うためには、普及品は
現地で１から作り現地で販売するという「地
産地消」のビジネスモデルが必要となる。こ
のモデルは中国に限らず、ロシアやインド、
ベトナムなどの他の新興国においても重要
となってきている。 
 

（４）東芝のグローバル・マーケティングに
ついて。 
東芝は液晶テレビを中心に、ワールドワイ

ドでテレビ事業を推進している。米国では東
芝アメリカが中心となって東芝のデジタル
ハイビジョンである液晶テレビ「レグザ」や
ハードディスク＆DVD レコーダーを展開して
いる。欧州では液晶テレビを中心に事業展開
を行っている。中国でも液晶テレビに集中し
ている。さらにロシア、ベトナムなどでも積
極的に展開している。 

テレビに代表されるデジタル家電はスピ
ードが命であるため、液晶テレビを中心に２
００６年春には世界同時発売を実施した。世
界同時発売の成功のためには、販売店の協力
が不可欠である。アメリカでは東芝アメリカ
が、ベストバイやシアーズとの取引において
SCM体制を構築している。ベストバイトの SCM
では、テレビは週単位の商品供給体制を整え
ている。さらにはプログループや NATM など
バイインググループなどとも SCM を構築し世
界同時発売体制を整えている。 
米ミネソタ州に本社を置くベストバイは

毎週、製品を発注すると同時に、全米１００
０店舗の販売情報と広範な経済データから
算出した５２週間先までの予測が東芝アメ
リカに送られてくる。東芝アメリカはこうし
た情報を分析し、注文する部品を決定する。 
生産段階では、IT 革命を背景に製造ロット

を週単位で管理できる生産管理の構造改革
を行っている。このことによって、生産のリ
ードタイムの短縮と完成品在庫の圧縮を目
指している。 
東芝はグローバル時代におけるブランド

イメージ向上のため、「ブランド戦略部」を
組織し、AFC(Asia Football Confederation)
の協賛や２０１０年 FIFA World Cup  
Qualifiers Asia など世界のスポーツイベン
トを積極的に支援している。 
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